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今日の内容

1. 日本における日本語教育政策の進展
2. 人々の関心と日本語教育の社会的役割イメージ
3. ことばと共生のあり方を考える事例
4. まとめと課題
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問い

共生社会の実現のためのことばの教育のあり方とは
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自己紹介がてらの背景説明
• 国の法律や政策（推進法、基本方針、ロードマップ等）

• 日本語教育の三類型 留学・生活・就労
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• 各都道府県や政令指定都市の体制整備
• 方針や中期計画等の策定
• 国の補助金（1/2または2/3）による事業
東京都、神奈川県、長野県、愛知県、川崎市、浜松市、北九州市…
【参考】CINGA（地域・遠隔） JICE、AOTS（就労）

• 基礎自治体、各教室等の取り組みへ



1．日本語教育に関する国の施策
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• 急速な人口減少

年 総人口 純増減 自然増減 社会増減

2020 126,146,099

2021 125,502,290 -643,809 -608,621 -35,188

2022 124,946,789 -555,501 -730,616 175,115

• 入国管理政策の変化

1989年改正（90年施行）入管法→「90年体制」
Ø 高度人材の積極的受け入れ
Ø 労働者は慎重に検討
Ø 技能実習生や日系人等の受け入れ，留学生の就労等

による「サイドドア政策」での労働者確保

2018年改正（19年施行）入管法
Ø 特定技能による労働者受け入れ
Ø 滞在期限なし，家族帯同可へ移行可能
2023年現在
Ø 技能実習制度廃止から新制度へ
Ø 特定技能2号の拡大
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前提・背景



外国人受け入れ政策の拡充

「生活者としての外国人」に関する総合的対応策（2006年）

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（2018年）

外国人との共生社会実現に向けたロードマップ（2022年）

若干の内容変更・充実

長期計画として位置づけ→実質的な移民政策
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ロードマップ ３つのヴィジョン
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これからの日本社会を
共につくる一員として
外国人が包摂され，全
ての人が安全に安心し
て暮らすことができる

社会

様々な背景を持つ外国
人を含む全ての人が
社会に参加し，能力を
最大限に発揮できる，
多様性に富んだ活力

ある社会

外国人を含め，全ての
人がお互いに個人の
尊厳と人権を尊重し，
差別や偏見なく暮らす
ことができる社会

外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議（2022）

4つの重点事項
①円滑なコミュニケーションと社会参加のための

日本語教育等の取組
②外国人に対する情報発信
外国人向けの相談体制の強化

③ライフステージ・ライフサイクルに応じた支援 ④共生社会の基盤整備に向けた取組



日本語教育の推進に関する法律
推進法の７つの基本理念

①外国人等に対し、その希望、置かれている状況及び能力に応じた日本語教育を受ける機会の最大限の確保

②日本語教育の水準の維持向上

③外国人等に係る教育及び労働、出入国管理その他の関連施策等との有機的な連携

④国内における日本語教育が地域の活力の向上に寄与するものであるとの認識の下行われること

⑤海外における日本語教育を通じ、我が国に対する諸外国の理解と関心を深め、諸外国との交流等を促進

⑥日本語を学習する意義についての外国人等の理解と関心が深められるように配慮

⑦幼児期及び学齢期にある外国人等の家庭における教育等において使用される言語の重要性に配慮

しかし、その後の「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ 効果的に推進するための基本的な方針」等
では⑦関連に触れられず→多様性に対する制度的な目配りの欠如
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日本語教育の参照枠の理念
1. 日本語学習者を社会的な存在として捉える
単に「言語を学ぶ者」ではなく、「新たに学んだ言語を用いて社会に参加し、より良い人
生を歩もうとする社会的存在」である。言語の習得は、それ自体が目的ではなく、より深
く社会に参加し、より多くの場面で自分らしさを発揮できるようになるための手段

2. 言語を使って「できること」に注目する
社会の中で日本語学習者が自身の言語能力をより生かしていくために、言語知識を
持っていることよりも、その知識を使って何ができるかに注目

3.  多様な日本語使用を尊重する
各人にとって必要な言語活動が何か、その活動をどの程度遂行できることが必要か等、
目標設定を個別に行うことを重視する。母語話者が使用する日本語の在り方を必ずし
も学ぶべき規範、最終的なゴールとはしない→複言語複文化主義から多様な日本語へ

2023/08/17 Copyright©2023 Uichi Kamiyoshi. 10



その他の制度変更等
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• 地域における日本語教育の内容や方法については、「日本語教育の
参照枠」を踏まえ、「自立した言語使用者」であるB1レベルまでの
「生活Can do」に基づく日本語教育プログラムを編成し、効果的・効
率的に日本語を学び続けられる環境整備を目指して体制を整備する
ことが求められる。

文化審議会国語分科会2022「地域における日本語教育の在り方について（報告）」

• 日本語教育の機関認定と国家資格化
日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関する法律

2023年6月2日公布、2024年4月1日施行（一部附則を除く）



人口減少

産業や地域の維持

外国人受け入れ

地域における共生

日本語教育

日本語教育の必要性
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この部分

政策が進むにつれ
日本語教育をやること
日本語教育の制度を整えることが
目的となっている



従来の地域日本語教育の取り組み
• 日本語教室の五つの機能
「居場所」「交流」「地域参加」「国際理解」「日本語学習」

野山広・山辺真理子・旗野智紀・河北祐子・宮崎妙子・伊東祐郎（2009）「地域日本語教室の５つの機能と研修プログラム
－豊かな学びと人間関係づくりを目指して－」『共生のまちづくりに向けた地域日本語教育プログラム－長野県上田市と東
京都足立区の実践から－』東京外国語大学多言語・多文化研究センター, pp.57-106.

• 対話・交流型の普及定着：住民同士のつながりと社会参加

「日本語教育の専門家」の関わりについての不安

B1レベルをめざすという方針に対する戸惑い（予算・資源・動機づけ）

→ボトムアップの取り組みとトップダウンの政策のリンク

→ボトムアップからの制度変更の可能性

→NPM、EBPM、KPI等との折り合い
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2．日本語教育のめざす方向
ことばと共生 人・ことば・社会の関わり 教育としての意味
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社会における教育の性質
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教育すること自体が目的と考える 教育を何かの手段と考える

社会のため A）福祉としての教育 B）社会の形成・維持としての教育

個人のため C）消費としての教育 D）私的投資としての教育

村上・橋野（2020）p.22 表1.1をもとに発表者作成



教育軸

政策軸

公的責任・政策管理

私的領域

教室活動そのものの
価値
現在志向

教室活動を通した
将来効果
未来志向

Ⅰ
成長社会型
日本語教育

Ⅱ
社会福祉型
日本語教育

Ⅲ
言語習得型
日本語教育

Ⅳ
市民教育型
日本語教育
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関心に基づいた日本語教育の４象限
ことば・人・社会のさまざまな関係性
それぞれの方向性が尊重される



教育軸

政策軸

公的責任・政策管理

私的領域

教室活動そのものの
価値
現在志向

教室活動を通した
将来効果
未来志向

Ⅰ
成長社会型
日本語教育

Ⅱ
社会福祉型
日本語教育

Ⅲ
言語習得型
日本語教育

Ⅳ
市民教育型
日本語教育

居場所・心地よさ
つながり・コミュニティ
社会関係資本
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個人の経済的達成
社会発展
人的資本投資

趣味・教養
余暇

言語・日本語

自律・自立
市民性・主体化

創造



各象限の課題と可能性
I. 社会経済的発展から経済的持続性へ

• 社会統合、生活の安定や社会経済的達成（cf.永吉2021）
• 就労の日本語教育などが想定されるが極めて道具主義的な日本語教育・言語教育観をベースにして
語られることが多い、発展モデル・工業モデル

II. 社会的持続性
• 地域コミュニティの形成、社会福祉面での支援への接続
• コミュニティレベルでの「まとまり」を求めることに転換しやすい

III. 趣味・教養
• 実はAIの発達によって言語教育の本質的な価値がここに戻ってくる可能性があるかも？？

IV. 主体化の議論
• あえて国家、ナショナルなものから距離を置くことで対抗言説を生み出していくことの可能性
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外国人との共生を考えるための事例
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日本社会

事例1 ： インドカレーの料理人Aさん
• インド国籍ムスリム，在住21年，母国に妻と娘4人（全員既婚）
• 現在のカレー店が３軒目
• 食事は自分の店か同じインド系ムスリムの友人と
• SNSで求人情報を入手

リーマンショック時の
日系人の状況

SNSによるつながり

インド系ムスリム友人

カレー店

日本語社会

A
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事例2 ： 惣菜加工の社員張さんの話
―張さんたちみたいな仕事は日本語ができないと困るけど、そこで働いている実習生とか
特定技能の人は、日本語できなくても、なんにも問題がない？

うん、仕事上だと問題ないですね。だって、一人できる先輩がいたら教えられます。あるいは
上司の指示を伝えることができます。外国人に慣れている上司だったら、わかりやすく伝える
こともできます。

―ぜんぜんしゃべれない人とか、ぜんぜん日本語勉強しない人とかいるでしょ？

いっぱいいます。日本語いらないって言ってます。でも私たちも困ってます。病院に行きたい
時とか「先生（筆者注：張さんのこと）連れてってください」って言われてもこっちも困るよっ
て。だから勉強してほしいのよ日本語、確かに現場ではいらないけど、自立して日本で生活
できるように必要ですね。
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最近、外から特定技能を募集し始めて、二十人ぐらい入れました。私たちはすごく日本語を
重視してN3以上を求めてたんですね。それでけっこうよくできるベトナム人がきてくれました。
（中略）N3とかN2とか持ってなくても話通じるし、あ、こんなに喋れるんだって思えるぐらい通
じました。
けっこう最近悩み相談で（ベトナム人の）特定技能から聞いたのが、もっと日本語がしゃべれ
る職場がいいですって言われるんですね。ここもいいんですけど、来年はもしかしたら転職を
考えるって。 
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事例3 ： あるシンポジウムでの日系人の話

―日本語を学んでいない多くの日本在住の非母語話者が日本語を学
びたいと思うには、どうすればいいと思いますか。

日本に何十年も住んでいて日本人とも交流がないし日本語もまったく
学ばないというのは怠惰なんです。行政が通訳を配置していて日本語
ができなくても困らないからみんな日本語を学ばない。多言語対応な
んかやめて、全部日本語にしたら、みんないやでも学びます。
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事例4 ： 地域活動において

―社会的弱者の支援に携わっている人たち自身がマイノリティ性があ
る、もう少し協力して取り組めないか。たとえば「共生」をテーマに地域
イベントなどできないか。

障がい者と外国人を一緒にしないでほしい。障がい者と一緒だとなる
とそのイベントに参加する外国人はいないだろう。
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まとめと課題
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問い

共生社会の実現のためのことばの教育のあり方とは

→政治主導への対抗のあり方（実践と研究）
→共生概念が内包する二面性を前提とする
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まとめと課題〜ことばと共生（1）
「政治主導」への対抗：教育理念

• 包括的な政策不在で理念と取り組みがブレる（法律→施策方針→実態）

• 仕組み化、制度化、数値化（NPM、EBPM、KPI）によるわかりやすさの進展

• 多様化、多様性が置き去りになり画一化が進む

→なんのために日本語教育に取り組むのかというの社会的視点の必要性

おそらくそれぞれに価値があるはず
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まとめと課題〜ことばと共生（2）

政治主導への対抗：ミクロな実践の取り組みへの政策的な注目

• 地域の取り組みの蓄積をどうやって対抗言説にしていくか

• 地域の多様性、縦割りの再構成など

→言語（教育）政策研究の取り組み、エスノグラフィー、エイジェンシー

cf. Hornberger and Johnson（2007）、Liddicoat and Taylor-Leech（２０
２０）など
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まとめと課題〜ことばと共生（3）
共生概念が内包する二面性

「共生」とは、「あるもの」と「異なるもの」の関係性を対象化し、両者を隔てる社会
的カテゴリ（社会現象を整序する枠組み）それ自体を、いまあるものとは別なるもの
へと組み直す現象である（岡本・丹治2016：12）

• 国やナショナルなものに回収されない日本語教育

• 事例で見た「学ばない自由」みたいなものをどう考えるか

必要ないけどしゃべりに行く的なの（港区）とか、支援者には一切の専門性を求め
ない（愛知県）とか、あまり役に立ちそうにないことの価値

「私たち」というカテゴリの絶え間ない見直しや多様な他者との接触機会
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